
地方創生への取組み
事業の可視化と価値化

R6.11.29

これまでの経緯
興能信用金庫理事長 田代克弘
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興能信用金庫の概要
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店舗
珠洲支店
松波支店
柳田支店
小木支店
本部
本店営業部
能登町役場出張所
※公立宇出津病院ATM
※アルプATM

輪島支店
※輪島市役所ATM

門前支店
穴水支店

中島支店
七尾支店
高浜支店
※どんたく高浜店ATM

鹿西支店
羽咋支店

かほく支店
内灘支店
※金沢医科大学病院ATM

柳橋支店
※千木病院ATM
※桜ヶ丘病院ATM
※金沢循環器病院ATM

金沢支店
畝田支店
西泉支店
額支店

1月4日
①休業1/26発電機 時短再開
②休業（人繰り）1/9再開
③休業（人繰り）1/10再開
④休業 一部損壊4/1ATM再開
災害対策本部 1/2
営業
⑤休業（人繰り）2/7再開
稼働
停止 停止中
⑥休業 損壊 停電1/24再開
稼働
⑦休業（人繰り）1/24再開
⑧休業 寮敷地移動車活用
1/18再開 従前地12/2仮店舗
⑨休業 半壊 市施設4/1再開
営業
営業
停止 停止中
営業
営業

営業
営業
稼働
営業
稼働
稼働
稼働
営業 災害対策本部 1/2
営業
営業
営業

本店
奥能登ブロック
本部
８店舗１出張所

七尾支店
中能登ブロック
５店舗

金沢支店
金沢ブロック
７店舗

常勤理事１名
常勤監事１名

代表役員3名
常勤理事１名
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支出

奥能登地域の所得循環構造：2020年
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生産・販売

分配
所得

財政移転(政府支出－税金) 財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

所得

所得
1,665億円

2,636億円

115億円

468億円
所得

1,082億円

149億円

4億円 ○

▲

平均生産性596.0万円/人
全国平均935.2万円/人

(1,563位/1,741市町村)

(908位/1,741市町村)

経常収支

所得

通勤
GRPの0.2%GRPの6.9%

▲

1人当たり所得431.3万円/人
全国平均427.3万円/人

GRPの65.0%

所得

1,290億円

所得1,665億円

▲

○

地域住民所得

労働生産性

平均生産性76.1百万円/TJ
全国平均88.3百万円/TJ

(1,168位/1,741市町村)

エネルギー生産性

▲

○

▲

GRPの28.1%

GRPの9.0%

GRPの77.5%
⑪

⑩

⑨

⑧
⑦⑥

⑤

④

③②

①

GRPの1.8%

エネルギー代金

31億円▲

⑫

本社等

消費

投資

所得

所得

所得

注1）地域住民所得は、夜間人口1人当たりの所得(=雇用者所得+その他所得)を意味する。
注2）エネルギー代金の収支は経常収支の内数であり、原材料利用や本社・営業所等の活動(=非エネルギー)は含まれない。※Ver5.0までは含まれる

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「国勢調査」等より作成 ⑬ 再エネ導入ポテンシャル 339,243TJ

→分析例は「手引き基本編」のP13～20を参照

低生産性
原因は何か

石川県の３．９％

魅力ある地域
魅力はなにか



地域の特徴 2020
石川県 金沢市 七尾市 奥能登

人口 10/1 1,130,159 462,497 51,130 59,840

生産 42,648億円 19,329億円 1,738億円 1,665億円
生産性 847/1741 756/1741 1463/1741 1563/1741

分配 46,456億円 18,387億円 2,167億円 2,636億円
地域住民所得 410.2万円 396.9万円 409.5万円 431.3万円
所得順位 1187/1741 1347/1741 1222/1741 908/1741

支出 42,641億円 19,329億円 1,738億円 1,665億円
域外からの消費 3,047億円 2,130億円 397億円 468億円
GRP割合 7.1％ 11.0% 22.8％ 28.1％
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地域の所得循環構造 経年変化
生産 分配 支出 平均生産 順位

2010
H22

1872 2864 1872
494

547.4万円/人 1498/1741

2013
H25

1830 2830 1830
581

567.7万円/人 1417/1741

2015
H27

1866 2754 1866
568

603.6万円/人 1449/1741

2018
H30

1696 2662 1696
595

582.1万円/人 1615/1741

2020
R2

1665 2636 1665
468

596.0万円/人 1563/1741

26.3％

31.7％

30.4％

35.0％

28.1％
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雇用者確保

資格者不足

労働力不足

住みやすさ

不便

人口減少

消費縮小

売上減少

事業承継

販路開拓

商品開発

取組不足

地域の経済循環
地域経済は縮小している。
そして今回の震災

分配

支出生産

コロナ・円安
資源高

低い生産性

震災がさらなる
人口減少のトリガー
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分配

支出生産

雇用者
所得

住みやす
さ

住民
消費力

働きやす
さ

事業者

付加価値

教育
医療

事業
価値

所得

人口
減少

事業
承継

地域
ブランド

経済循環を生み出す構成要素と課題や要因の関係図

高校魅力化プロジェクト実
施校能登高校・輪島高校

石川県産業創出機構、中小
企業基盤整備機構、専門家
副業兼業人材の活用施策は
充実

事業代表者の年代のボ
リュームゾーンは７０代

世界農業遺産
能登の里山里海の恵みや守
り伝えられてきた祭礼や伝
統技術、美しい景観、豊か
な生きもののつながり
輪島塗・朝市・珠洲焼・天
然塩・寒ブリ・ふぐ・能登
牛・能登杜氏・能登ワイン
など豊富

所得は高くはない
不動産は求めやすい価格
物価・家賃は安く
暮らしやすい

医療機関は医師不足・拠点
医療機関の十分性に欠ける

少子高齢化は課題の先進地

大型集合商業施設は少ない
（無い）
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出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成

30(2018)年推計)」より作成

夜間人口は2020年と比較して2045年には52.1%減少すると予
測されている。

2013年、2018年は夜間人口よりも昼間人口の方が多く、通勤
者・通学者が地域内に流入している拠点性が高い地域であるが、そ
の他の年では流出している。

出所：総務省「国勢調査」より作成

①夜間人口・昼間人口 ②夜間人口の推移(2025年以降は推計値)
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（２）人口①：奥能登B 現在の人口規模と将来動向
分析の
視点

 地域の消費や生産は、地域の人口に大きく影響を受けるため、現在及び将来の人口規模を把握する。
 ここでは、まず夜間人口と昼間人口の推移を比較し、通勤・通学者による流入・流出状況の変化を把握する(下図①)。流入超
過の地域は、域外からの通勤者への所得の支払いを通じて雇用者所得が流出している可能性が高い。

 また、将来の推計人口を含めて時系列で人口の推移を確認することで、将来の地域のすがたを把握する(下図②)。
→分析例は「手引き基本編」のP68を参照

+0.7%

推計値

-52.1%
2024.10.1

51,299 2025予想
53,135



信用金庫と地方創生

地域に新たなお金の流れを創出し、地域の課題解決や次
世代の担い手育成に向けた取組みをサポートするため、
（公財）日本財団の「わがまち基金」を活用した地域創
生支援スキームを、2017年度より提供しています。

本スキームは、地域創生に資する事業に取り組む信用金
庫や地元企業などに対して、「わがまち基金」からの助
成を行うものです。

また、本スキームでは、地域に新しい事業を創出するこ
とにより、信用金庫の投融資につながることも目指して
おり、地域創生に資する各分野（地域商社・担い手育
成・まちづくり・観光）において、信用金庫の主体的な
関与を前提とした事業が展開されています。

信金中央金庫HP
https://www.shinkin-central-bank.jp/solution/topic/wagamachi.html
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地方創生の取り組み
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 観光交流センターを拠点に、専門家の助言を受けながら地域が一体となって、
地域課題を共有し、観光ＤＭＯを目指し、地域の課題解決に向けて取組む事業

観光交流センター
ツクモール

㈱こっしゃえる 地元事業者
九十九湾協議会 行政 興能信用金庫

観光ＤＭＯ

人財育成 商品開発 地域づくり

信金中央金庫 日本財団

日本財団「わがまち基金」を活用し
能登の持続可能な地域をこっしゃえる

（興能信用金庫／㈱こっしゃえる）

ゼロから１０万人
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まちなか交流拠点整備
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休眠預金の活用
地域経済エコシステム
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地域×事業×副(複・兼)業＝新たな付加価値

輪島市

奥能登
豊かな地域資源

穴水町

珠洲市

能登町

環境や社会と共に
経営を持続させる

輪島市
事業者

穴水町
事業者

珠洲市
事業者

能登町
事業者

副業・複業・兼業
関係人口

トヨタ・ソニー・
リクルート

クリエイティブ
人材

関係人口

専門家・新現役
副業（複）

新
た
な
付
加
価
値
を
創
造

奥能登の豊かな
地域資源を

奥能登の魅力溢れる
事業者が人脈を共有

副業人材を巻込み付加
価値向上のためのコ
ミュニティーを創出

副業人材同士の交流に
よる化学反応

新たな付加価値の創出
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事業承継
代表者の年代別ボリュームゾーンは７０代
今までの震災と社会的背景の相違点
 奥能登地域の生産性 2020（付加価値）
 １６６５億円÷４５０１事業所＝３６．９百万円 １先の重要性
 事業継続は ＝ 街を持続可能にするということ
 廃業 ＝ 地域生産性を減少させること → 価値の放棄
 事業代表者のボリュームゾーンは70代

今回の震災が事業継続を諦め廃業のトリガー
 事業の価値を可視化する → 価値化する

地域にあらたな価値を創造する → のれん
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生産性とは
地域の生産性は誰が稼いでいるのか
 持続可能な地域づくりの重要な要素
 生産性＝付加価値額÷人員または労働投入量
 付加価値額①＝売上高－外部購入価値
 ・・・外部購入価値＝材料費・購入部品費・運送費・外注加工費
 付加価値額②＝人件費＋経常利益＋賃借料＋金融費用＋租税公課（＋減価償却費）
 このように考えると・・・

地域で雇用を賄い、事業継続のための利益を創出し、地域資源動産不動産を活用賃借し、
信用創造ための費用（金利）を賄い、利益対価を納税し、（再投資のための
費用を償却する）
・・・ことを可能にする価格で市場に受入された財・サービス（価値）
・・・ここが重要！

 地域の事業所が地域の生産性を支えている。中小企業事業者の存在意義、使命は非常に重要。
 これを金融面からお支えする信用金庫の役割、その責務にも意義がある。
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持続可能な地域づくりの最重要ミッション
事業者は地域の宝

 付加価値を向上させること
①コロナ・資源高で負った負債を消化できるトップライン
②事業所は地域の大切な資源→持続可能性を向上させる（ＳＤＧs）
③事業には資産性（価値）がある→廃業から譲渡
④域外から稼ぐ→域外マーケットを知る人材→専門家、副業・複業・兼業
⑤域外を知る人材（専門家、副業・複業・兼業）に能登（価値）を知って貰う
→交流人口・関係人口→奥能登のファンになってもらう
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新しい人の流れが
生む付加価値

・副業人材
・プロボノ人材
・関係人口から
二拠点起業
そして移住
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地方創生＝新しい人の流れ

震災復興は10年以上
インフラ復旧ピークは２～3年
発災から3年の経済取組が重要
→ 創造的復興への施策が重要
→ 地域資源の付加価値向上

プロボノ・兼業・副業人材等の
新しい人の流れで地域資源の付
加価値を向上させる → 色濃
い関係人口の増加 → 被災地
経済復興 →活躍の場所、成長
の場所、自己実現の場所 →
地域経済復興の担い手育成

地域は大小様々な事業
者の付加価値創造に
よって生産性が支えら
れている。相次ぐ天災
や大規模震災の発生は
年次少子高齢化が進む
地域経済に大きなダ
メージをもたらし、地
域の持続可能性の懸念
事項となる。この解決
に向け休眠預金の活用
により地域住民生活の
安定向上を図りたい。
創造的復興に活用を図
りたい。

人口減少経済 → 地域外から
稼ぐ力・地域に人を呼び寄せる
力を助長させる→小規模事業者
の企業価値向上→事業承継

生活再建 → 事業継続再開
→ →

なりわい再建支援、持続化補助
金の本格活用

復旧と復興のスキマ
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